
世代を超えて拡大する構造的課題の克服に向けて

○世代を超えて拡大する構造的課題である「貧困の連鎖」と「少子化」を克服することが必要
○そのためには、①教育費負担の軽減と②学力保障のための教育の充実が必要不可欠

家庭の経済状況が子供の「学力」や「進学」に影響 教育費負担は少子化の要因の一つ

◆子育てにかかる経済的な負担として
大きいと思われるもの (上位７つ)

出典：国立社会保障・人口問題研究所
「第14回出生動向基本調査 結婚と出産に関する全国調査（2010）

◆理想の子供数を持たない理由 (上位5つ)

（％）

出典：内閣府「子ども・子育てビジョンに係る点検・評価のための
指標調査報告書」（平成25年）

（％）

◆世帯年収と学力の関係

出典：平成25年度全国学力・学習状況調査（きめ細かい調査）の
結果を活用した学力に影響を与える要因分析に関する調査研究より抜粋

◆高校卒業後の予定進路

出典：東京大学大学院教育学研究科大学経営・政策研究センター
「高校生の進路追跡調査第1次報告書」（2007）

（％）
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世帯の年収により子供の進学先にも影響
世帯年収が高いほど学力が高い傾向

◆子供の貧困の社会的損失推計

◆学歴別生涯賃金（男性）の比較(2013年)
大卒と高卒の労働者とでは生涯賃金が約7,000万円異なる

出典：独立行政法人労働政策研究・研修機構「ユースフル労働統計2015
－労働統計加工指標集－」
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◆学歴別フリーター率（男性）
学歴により正規雇用率に格差

（％）

出典：労働政策研究・研修機構『若年者の就業状況・キャリア・職業能力
開発の現状－平成19年版「就業構造基本調査」特別集計より－』(2009)

→
→
→

改善シナリオによって

所得額 約2.9兆円増
税・社会保障の純負担
(政府等の収入） 約1.1兆円増

99.6％
1.3％
54.9％

改善シナリオ

223.0 

239.8 

248.9 

312.7 

中学卒

高校卒

高専・短大卒

大学・大学院卒

４年制大学進学

就職など

中卒

高卒
大卒・大学院卒

約18万人（生活保護世帯、児童養護施設、ひとり親家庭の15歳の子供）

・高校進学率
・高校中退率（1年あたり）
・大学進学率

90.8％
5.3％
32.9％

現状＜生活保護世帯＞
（非貧困世帯並み）
（ 〃 ）
（※）

60歳まで

61歳以上退職金

（※）米国の研究結果等を基に、22％上昇と仮定
出典：日本財団及び三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「子供の貧困の社会的損失推計レポート」（２０１５）

（百万円）
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子育てや教育に

お金がかかりすぎる

高年齢で生むのは

いやだ

欲しいけれどもできない

健康上の理由

これ以上、育児の心理的、

肉体的負担に耐えられない

55.6

47.0

39.1

38.0

32.3

29.0

26.2

学校教育費

（大学・短大・専門学校など）

学習塾など学校以外の教育費

保育所・幼稚園・認定こども園

にかかる費用

学校教育費

（小学校・中学校・高等学校）

食費

学習塾以外の習い事の費用

衣服費

（１学年当たり）
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準要保護児童生徒数

要保護児童生徒数

幼児教育無償化の段階的推進・給付的奨学金創設等による教育費負担の軽減

経済的援助を受ける家庭の児童生徒数が急速に増加
16人に１人（H7) → ６人に１人（H25) 幼児期から高等教育段階まで

切れ目のない教育費負担の軽減
◆要保護児童生徒数と準要保護児童生徒数の推移

出典：文部科学省「平成25年度就学援助実施状況等調査」
」

（幼児期）
○幼児教育無償化の段階的推進

（義務教育段階）
○義務教育段階の就学援助の充実
・家計急変時の補助制度の創設 等

（高校段階）
○高校生等への修学支援の充実

（高等教育段階）
○大学等奨学金事業の充実
・有利子から無利子へ
・新所得連動返還型奨学金制度の導入
・低所得世帯の学生等に対する奨学金
の一部返還免除などによる給付的な
奨学金の創設

○各大学等での授業料減免の充実
全
体

親

家
庭

生
活
保
護

世
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児
童
養
護

施
設

◆家庭状況別大学等進学率

出典：文部科学省「平成26年度学校基本調査」
平成23年度全国母子世帯等調査
平成25年4月1日現在 厚生労働省調べ
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◆世帯年収別学生の収入状況

奨学金貸与額

家庭からの給付額

平均貸与年額 395千円

※大学昼間部の学生生活費
出典：日本学生支援機構 平成２４年度学生生活調査

親の貧困など、困難を抱えた家庭ほ
ど大学等進学率が低い

低所得世帯ほど奨学金貸与額が大きく、
多くの債務を抱えて卒業している

（千円）
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32.9%

22.6%
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ニッポン一億総活躍プラン（平成28年6月2日 閣議決定）<抜粋>

（奨学金制度の拡充）
現在の奨学金制度は、家庭の経済事情、本人の能力などに応じて様々な支援措置が講じ
られているが、依然として無利子奨学金を受けられない学生がいる、あるいは、社会に出た後
の返還負担に不安を覚え奨学金を受けることを躊躇する学生がいることが指摘されている。こ
のため、家庭の経済事情に関係なく、希望すれば誰もが大学や専修学校等に進学できるよ
う、安定財源を確保しつつ、以下のように奨学金制度の拡充を図る。
無利子奨学金については、残存適格者を解消するとともに、低所得世帯の子供に係る成
績基準を大幅に緩和することにより、必要とするすべての子供たちが受給できるようにする。
有利子奨学金については、固定金利方式・金利見直し方式ともに現在の低金利の恩恵が
しっかりと行き渡るようにする。特に、金利見直し方式を選択した場合、現在の金利水準に照
らせばほぼ無利子となるような仕組みを検討する。
給付型奨学金については、世代内の公平性や財源などの課題を踏まえ創設に向けて検討
を進め、本当に厳しい状況にある子供たちへの給付型支援の拡充を図る。
奨学金の返還については、卒業後の年収が300万円以下の場合には10年間の返還猶予
が適用され、更に、申込時の家計支持者の世帯年収が300万円以下で卒業後の本人の年
収が300万円以下の場合には無期限返還猶予が適用される。こうした制度の周知徹底を図
るとともに、社会に出た後の所得に応じて返還額を変化させる新たな所得連動返還型奨学
金制度を平成29年度（2017年度）の進学者から速やかに導入することで、大幅な負担軽
減を図る。


